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(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年11月期  9,190  △30.2  △1,242  －  △1,154  －  △1,609  －

22年11月期  13,169  －  △2,425  －  △2,294  －  △3,587  －

（注）包括利益 23年11月期 △1,609百万円 （ ％）－ 22年11月期 △3,587百万円 （ ％）－

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

23年11月期  △55.64  －  △36.0  △17.4  △13.5

22年11月期  △123.99  －  △58.9  △21.6  △18.4

（参考）持分法投資損益 23年11月期 －百万円 22年11月期 －百万円

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年11月期  6,642  4,477  67.4  154.75

22年11月期  10,626  6,087  57.3  210.39

（参考）自己資本 23年11月期 4,477百万円 22年11月期 6,087百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

23年11月期  △1,231  △337  △87  2,002

22年11月期  △1,430  5,011  △86  3,660

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年11月期 －  0.00 － 0.00 0.00  0 － －

23年11月期 －  0.00 － 0.00 0.00  0 － －

24年11月期（予想） －  0.00 － 0.00 0.00   －  

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  4,600  △7.1  △620  －  △595  －  △620  －  △21.43

通期  9,700  5.5  △900  －  △855  －  △920  －  △31.80



４．その他 

新規        社  （社名）                  、除外        社  （社名） 

  

(2）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  

  

(3）発行済株式数（普通株式） 

  

（参考）個別業績の概要 

１．平成23年11月期の個別業績（平成22年12月１日～平成23年11月30日） 

  

  

(2）個別財政状態 

  

２．平成24年11月期の個別業績予想（平成23年12月１日～平成24年11月30日） 

  
  

※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続を実施中です。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績 （１）

経営成績に関する分析」をご覧ください。  

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無   

－ －

①  会計基準等の改正に伴う変更： 有  

②  ①以外の変更              ： 無  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年11月期 28,952,000株 22年11月期 28,952,000株

②  期末自己株式数 23年11月期 17,725株 22年11月期 15,435株

③  期中平均株式数 23年11月期 28,935,269株 22年11月期 28,936,732株

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年11月期  8,905  △31.6  △1,350  －  △1,253  －  △1,711  －

22年11月期  13,021  △24.0  △2,375  －  △2,290  －  △3,548  －

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年11月期  △59.15  －

22年11月期  △122.64  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年11月期  6,521  4,415  67.7  152.60

22年11月期  10,289  6,127  59.5  211.74

（参考）自己資本 23年11月期 4,415百万円 22年11月期 6,127百万円

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  4,500  △6.5  △600  －  △620  －  △21.43

通期  9,400  5.5  △885  －  △960  －  △33.18
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(1) 経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績  

当期における我が国経済は、上期は東日本大震災による企業活動の一部制約を起因とした企業収益の悪化や個人消費

の落ち込みが見られました。その後、一時持ち直しの動きが見られたものの下期は欧州の債務問題、急激な円高が進む

など依然として先行き不安な状態が続き個人消費は本格的な回復までは至りませんでした。 

このような厳しい事業環境の中で当期において、特に震災以降は先の見えない市場需要を注視しながら年初より 重

要課題として掲げていた市場在庫及び弊社の保有在庫の適正化に取り組みました。その過程で商品調達の大幅な削減と

卸売チャネルへの大幅な商品の投入カットを行ったため市場在庫はほぼ適正水準に是正されたほか、社内の長期滞留在

庫についても直営店であるアウトレットで販売促進を進めた結果、12億13百万円と前期末と比較してほぼ半減となりま

した。このような過剰在庫の適正化と不透明な市場需要を勘案しながらの卸売チャネルへの販売のコントロールの結

果、弊社の当期における売上高は91億90百万円（前期比30.2%減）となりました。 

直営店の販売比率の増加に加えて、リーバイスグループのグローバル調達によるコスト削減努力、親会社とのロイヤ

リティの減免契約の締結が功を奏し返品調整引当金繰入前の売上総利益率が前期の36.1%から45.2%と大幅に改善しまし

た。 

また、販売費及び一般管理費は、組織合理化による人件費の削減、適正規模の本社事務所への移転をはじめ地方事務

所の統廃合により賃貸料等が削減され前期比14億27百万円減少の55億74百万円（前期比20.4%減）となりました。 

この結果、営業損益は12億42百万円の営業損失（前期比11億82百万円の損失の減少）、経常損益は11億54百万円の経

常損失（前期比11億39百万円の損失の減少）となりました。 

終損益につきましては「資産除去債務会計基準」適用に伴う特別損失１億84百万円、特別退職金１億85百万円を計

上したため税金等調整前当期純損失は15億44百万円（前期比８億８百万円の損失の減少）、当期純損失は16億９百万円

（前期比19億77百万円の損失の減少）となりました。 

    

 ②次期の見通し 

 来年度におきましても引き続き厳しい事業環境が予測されますが、ジーンズのプレミアムブランドとして高収益企業

となるべく高付加価値商品の販売を中心としてその基盤作りに一層注力してまいります。そのために消費者により商品

の魅力が伝わる店舗環境で販売できるようにリーバイスコーナー、リーバイスストアの改装及び出店に注力してまいり

ます。また、商品作りにおいては日本の消費者のニーズや嗜好にきめ細かく対応できるように日本において企画した商

品を下期より販売する予定です。 

 上期においては引き続き市場在庫の更なる適正化を行い、その適正レベルが維持できるように年間を通じて市場の販

売状況に応じた商品の投入を行ってまいります。また、本年度と比較してより高付加価値商品に注力するために売上総

利益率はより高くなる予定です。一方、販売費及び一般管理費については、過年度より行ってきた経費削減を引き続き

行うとともにプレミアムブランドとしてのポジションをより強固にするため必要な広告宣伝費等の店舗への投資等は継

続していく予定です。 

 次期の通期予測については、売上高は当年度比5.5％増の97億円、営業損失及び経常損失は９億円、８億55百万円、

当期純損失は９億20百万円程度を見込んでいます。 

  

１．経営成績
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 (2) 財政状態に関する分析 

 ①資産、負債および純資産の状況 

（資産） 

  当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて39億83百万円減少し、66億42百万円となり

ました。これは、主に現金及び預金が13億57百万円、売掛金が９億15百万円、商品及び製品が11億20百万円減

少したことによるものです。 

 （負債） 

 当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べて23億73百万円減少し、21億64百万円となりまし

た。これは、主に買掛金が14億３百万円、未払金が５億17百万円、未払費用が２億58百万円減少したことによる

ものです。 

 （純資産） 

  当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べて16億10百万円減少し、44億77百万円となりまし

た。これは、主に当期純損失により利益剰余金が減少したことによるものです。  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて16億57

百万円減少し、20億２百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロ－） 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失15億44百万円に対して、たな卸資産11億80百万

円ならびに売上債権９億15百万円の減少等による収入がありましたが、仕入債務14億３百万円ならびに未払金５億

22百万円等による支出があったため12億31百万円（前年同期比１億98百万円の支出の減少）の資金の支出となりま

した。 

（投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金への預入３億円等による３億37百万円の資金の支出（前年同期

は50億11百万円の収入）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、ファイナンス・リース債務の返済86百万円等により87百万円の資金の支

出（前年同期比1百万円の支出の増加）となりました。 

  

(3) 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

  常に業績向上を目指し、会社が将来必要とする内部留保を正しく評価留保したのち、キャッシュ・フローの許容

できる範囲内の利益を配当として株主に還元することを基本方針としています。内部留保については、設備投資

等、経営基盤の安定とその拡大に対応した利用を図っていきます。 

 なお、当連結会計年度の剰余金の配当につきましては、会社法に規定する配当可能利益がございませんので当初

の予測どおり無配とさせて頂きます。 

 また、次期も当期並みの厳しい業績を予測しており引き続き配当は予定しておりません。 

  

 (4) 事業等のリスク 

  当社の事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられる要因は、以下のようなものがあります。なお、当社

はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避または発生した場合の対応に努める所存です。 

なお、文中の将来に関する事項は、平成23年11月期決算短信提出日現在において当社が判断したものであります。

  ①当社の製品は、主としてアジア地区にある協力工場により生産しております。同地区で発生した自然災害等

により、これら製品の一部の納期が大幅に遅れたり、状況によっては納品がキャンセルされ、売上に影響をもたら

す可能性があります。 

  ②市場の需要を的確に予測し、適正在庫管理を行い店頭には消費者が望む商品がある状況が必要ですが、季節

要因や急激なファッションの動向の変化により在庫不足または過剰在庫が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  ③業務の効率化および健全化を図るため、返品およびその他売上調整金の大幅な軽減を推進しておりますが、

その過程において全体の取引量が減額する可能性があります。 

  ④商品作りにおいて消費者を充分満足できない状況並びにそれをサポ－トすべきマ－ケティング活動がうまく

機能しない場合、売上高と利益に影響を与えます。  
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〔事業系統図〕 

 
  

２．企業集団の状況
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(1) 会社の経営の基本方針 

   ビジネスの中核となるリーバイスブランドにおいては伝統を重視しつつ、高品質かつ革新的なジーンズを主力と

したカジュアルアパレル商品を市場に提供し、ブランドの価値を一層高めるために努力します。また、そうした商

品が国内の消費者にとって真に魅力があり、デザイン、品質ともに高い満足を与えることを追求します。 

・ ジーンズカジュアル市場において、リーバイスは“プレミアムブランド”として、付加価値が高く本物の良さの

わかる商品を提供していきます。これによって、同市場でのマーケットリーダーとしての位置を確保・維持でき

るよう努めます。 

・ ブランドの価値を 大限高めるための、適切なマーケティング活動を実践します。消費者のブランド好意度につ

いては、常にトップブランドとしてのポジションを確保し、その矜持を維持していきます。 

・ リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーのグローバルネットワークを、商品の企画、生産などに活用してい

きます。世界各地域の関係会社との技術交換、情報交換及び商品の共同開発を推進します。 

・ 生産・加工を委託するビジネスパートナーに対して、労働条件、環境保護などに関して厳格な契約条件を設定す

ることによって、グローバル企業としての行動基準を明確にし、それを遵守していきます。 

・ 取引先との強力な信頼関係の構築が必須と考えております。商品はもとより、店頭プレゼンテーションの更なる

改善、また密なるコミュニケーションを通してリーバイス商品が取引先にとっても 重要商品となるよう努力い

たします。 

・ 良き企業市民であることを目指し、法令の遵守はもとより社会貢献活動に力を注いでいきます。 

・ 会社の重大な資産である「人材」については、目標及び責任を明確にした人事評価を基に、効果的な社内教育の

実施及び組織の構築を図ります。 

・ リーバイスブランドの 新情報を発信し消費者とブランドの双方向のコミュニケーションの場であるリーバイス

ストアの拡大にも努力いたします。 

   

(2) 目標とする経営指標 

 目標とする経営指標としては、売上高営業利益率と営業キャッシュ・フローを重視します。本物の良さのわかる付

加価値の高い商品の開発・販売及び在庫水準の適正化のためのコントロール、販売費一般管理費の厳格な管理を継続

的に推進し、十分な売上高営業利益率を確保していきます。 

  

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

  中長期的な経営戦略としては、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーが持つグローバルな情報力及び企画

力を利用し、常に革新的な商品を市場に送り出し、各世代の幅広い消費者層の支持を確保しつつ、リーバイスブラ

ンドの価値を向上させていきます。そのため、商品開発力の更なる強化を実施し、ビジネスの基盤であるメンズボ

トムスに加えて、レディースボトムス及びメンズ、レディーストップスの商品を強化することによって、リーバイ

スブランドでのトータルコーディネーションを可能としていきます。 

 「リーバイスストア」を含む小売店頭でのプレゼンテーションの改善にも、継続的に取り組んでいき、「リーバイ

スストア」の新規展開を継続していきます。 

  また、常に市場在庫の適正化を実現できるように消費者への販売動向を意識して販売市場に 善な提案をしてい

きます。 

  商品の生産についても、サプライチェーンの更なる改善を図り、新商品のより迅速な消費者への提供を目指しま

す。同時に、生産資材調達の合理化や生産効率の向上によって、より高い利益率を確保します。 

  会社の重要な資産である人材については、引き続き市場の変化や要求に迅速に対応できるための能力の習得をサ

ポートし、適材適所への人員配置を通じて、組織の強化と強固なチームワークの構築に取組みます。 適な規模で

効率的な事業運営が行なえるように適正規模の組織編制、人的資源により経費を徹底的に節減いたします。 

  こうした様々な施策を通して、継続的な収益性のある成長及びキャッシュ・フローを重視していきます。 

  

(4) 会社の対処すべき課題 

  短期的には、業績低迷のなかでいかに早く回復基調を定着化させて利益を生み出す体制づくりを構築するかが課

題です。なお、現在の不透明な経済状況の中で、コアビジネスであるメンズボトムスのマーケットシェアの維持・

拡大を 優先課題としてきました。これに加え、大きなポテンシャルを秘めているレディースボトムス及びメン

ズ、レディーストップス分野の売上を伸長させるために、市場の変化により早く対応できる商品開発が必須になり

ます。また、新規カテゴリーの開拓、それに伴う商品の需要予測の精度向上、在庫管理の 適化を図る必要があり

ます。主要取引先との業務提携の強化並びに投資を含めて、今後の重要課題として引き続き対処していきます。  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,660 ※1  2,302

売掛金 1,590 674

商品及び製品 2,334 1,213

原材料及び貯蔵品 59 0

前払費用 41 40

未収還付法人税等 － 15

未収消費税等 279 18

未収入金 31 50

繰延税金資産 － 1

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 7,996 4,319

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,987 2,699

減価償却累計額 △1,856 △1,588

建物（純額） 1,130 1,111

機械及び装置 408 408

減価償却累計額 △378 △384

機械及び装置（純額） 30 23

車両運搬具 16 16

減価償却累計額 △16 △16

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 618 404

減価償却累計額 △467 △277

工具、器具及び備品（純額） 150 126

土地 809 809

リース資産 － 3

減価償却累計額 － △0

リース資産（純額） － 2

有形固定資産合計 2,121 2,073

無形固定資産   

電話加入権 12 12

ソフトウエア 87 3

無形固定資産合計 100 15

投資その他の資産   

敷金及び保証金 407 233

繰延税金資産 － 0

投資その他の資産合計 407 234
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年11月30日) 

当連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

固定資産合計 2,629 2,323

資産合計 10,626 6,642

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,184 780

未払金 850 332

未払費用 485 226

リース債務 78 74

未払法人税等 75 42

預り金 126 91

返品調整引当金 397 223

資産除去債務 － 1

流動負債合計 4,197 1,772

固定負債   

リース債務 117 38

退職給付引当金 198 165

役員退職慰労引当金 23 23

繰延税金負債 － 21

資産除去債務 － 142

固定負債合計 340 391

負債合計 4,538 2,164

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,213 5,213

資本剰余金   

資本準備金 1,541 1,541

資本剰余金合計 1,541 1,541

利益剰余金   

利益準備金 1,303 1,303

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △1,950 △3,560

利益剰余金合計 △646 △2,256

自己株式 △20 △20

株主資本合計 6,087 4,477

純資産合計 6,087 4,477

負債純資産合計 10,626 6,642
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 13,169 9,190

売上原価   

製品売上原価 ※1  7,373 ※1  4,906

支払ロイヤリティ 1,041 127

売上原価合計 8,414 5,033

売上総利益 4,754 4,157

返品調整引当金繰入額 177 △174

差引売上総利益 4,576 4,331

販売費及び一般管理費 ※2  7,002 ※2  5,574

営業損失（△） △2,425 △1,242

営業外収益   

受取利息 3 0

為替差益 5 36

雑収入 121 51

営業外収益合計 131 88

営業外費用   

支払利息 0 0

営業外費用合計 0 0

経常損失（△） △2,294 △1,154

特別利益   

貸倒引当金戻入額 27 0

特別利益合計 27 0

特別損失   

固定資産除却損 ※3  22 ※3  16

特別退職金 54 185

減損損失 9 －

災害による損失 － ※4  4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 184

特別損失合計 86 390

税金等調整前当期純損失（△） △2,352 △1,544

法人税、住民税及び事業税 65 32

過年度法人税等 － 12

法人税等調整額 1,169 19

法人税等合計 1,235 65

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △1,609

少数株主損失（△） － －

当期純損失（△） △3,587 △1,609
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △1,609

包括利益 － ※1  △1,609

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △1,609
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,213 5,213

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,213 5,213

資本剰余金   

前期末残高 1,541 1,541

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541 1,541

利益剰余金   

前期末残高 2,940 △646

当期変動額   

当期純損失（△） △3,587 △1,609

当期変動額合計 △3,587 △1,609

当期末残高 △646 △2,256

自己株式   

前期末残高 △20 △20

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △20 △20

株主資本合計   

前期末残高 9,675 6,087

当期変動額   

当期純損失（△） △3,587 △1,609

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △3,587 △1,610

当期末残高 6,087 4,477

純資産合計   

前期末残高 9,675 6,087

当期変動額   

当期純損失（△） △3,587 △1,609

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △3,587 △1,610

当期末残高 6,087 4,477
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △2,352 △1,544

減価償却費 319 284

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 184

退職給付引当金の増減額（△は減少） △62 △32

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27 △0

返品調整引当金の増減額（△は減少） 177 △174

受取利息 △3 △0

支払利息 0 0

為替差損益（△は益） △5 △36

雑収入 △121 △51

有形固定資産除売却損益（△は益） 22 9

無形固定資産除売却損益（△は益） － 7

減損損失 9 －

特別退職金 54 185

売上債権の増減額（△は増加） 358 915

たな卸資産の増減額（△は増加） △313 1,180

仕入債務の増減額（△は減少） 728 △1,403

未払費用の増減額（△は減少） 195 △258

未払金の増減額（△は減少） △114 △522

未収消費税等の増減額（△は増加） △267 260

その他 47 8

小計 △1,349 △989

利息の受取額 3 0

利息の支払額 △0 △0

特別退職金の支払額 △230 △183

法人税等の支払額 △16 △58

法人税等の還付額 162 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,430 △1,231

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △140 △78

無形固定資産の取得による支出 △5 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 5,176 －

敷金の差入による支出 △30 △83

敷金の回収による収入 11 249

定期預金の預入による支出 － △300

その他 0 △126

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,011 △337
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △85 △86

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △86 △87

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,495 △1,657

現金及び現金同等物の期首残高 164 3,660

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,660 ※1  2,002
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  該当事項はありません。 

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社の数 １社  

    連結子会社の名称 

    ＬＶＣ ＪＰ株式会社  

（２）連結の範囲の変更  

  当連結会計年度より、ＬＶＣ ＪＰ株

式会社を新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。   

（１）連結子会社の数 １社  

    連結子会社の名称 

    ＬＶＣ ＪＰ株式会社  

（２）連結の範囲の変更 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

２．持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。 同左  

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同左  

４．会計処理基準に関する事項     

(１）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

  商品及び製品、原材料及び貯蔵品

は、先入先出法による原価法(貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)により評価しており

ます。     

① たな卸資産 

同左  

(２）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産  

  定額法によっています。 

  なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。 

  建物        ３年～38年 

  工具、器具及び備品 ２年～20年 

      また、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上して

おります。  

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  

  

  

  

  ② 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

    社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。   

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左  

  

  ③ リース資産 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

   

③ リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。  
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前連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

(３）重要な引当金の計上基

準 

①  貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。  

①  貸倒引当金 

同左  

  ②  返品調整引当金 

  返品による損失に備えるため、従

来の返品発生比率並びに季節商品販

売の特性等を勘案し、当連結会計年

度の売上高に見込まれる返品額に対

する販売利益の見積額を計上してお

ります。   

②  返品調整引当金 

同左 

  ③  退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、数理計算

上の差異は各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給

付に係る会計基準」の一部改正（そ

の３）」（企業会計基準第19号 平

成20年７月31日）を適用しておりま

す。 

 なお、これによる営業損失、経常

損失及び税金等調整前当期純損失に

与える影響はありません。   

③  退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  ④ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく要支給額を計上

しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ⑤ 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額の当連結

会計期間年度負担額を計上しており

ます。 

なお、金額の重要性を考慮し未払費

用に含めて計上しております。  

⑤ 役員賞与引当金 

同左 
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前連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

(４）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換算

基準 

  外貨建金銭債権債務については関

連会社との間で締結している「固定

外国為替レート契約」に基づき本年

度の決済レートにより換算しており

ます。 

  外貨建金銭債権債務については、

関連会社との間で締結している「固

定外国為替レート契約」に基づく決

済レートにより円貨に換算しており

ましたが、当連結会計年度より当該

契約を解消したため、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し換算差

額は損益として処理しております。

(５）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の範

囲 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿   手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。  

(６）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。   

消費税等の会計処理 

同左 

  

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

６．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

（連結の範囲に関する事項） 

当連結会計年度より、ＬＶＣ ＪＰ株式会社を新たに設立

したため、連結の範囲に含めております。 

また、当連結会計年度より、「連結財務諸表における子会

社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第22号 平成20年５月13日）を適用し、新

たにＬＶＣ ＪＰ株式会社を連結の範囲に含めておりま

す。 

（会計処理の変更） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表における子会社及

び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第22号 平成20年５月13日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当連結会計年度は、営業損失が49百万円、

経常損失及び税金等調整前当期純損失が３百万円増加して

おります。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ30百万円

増加し、税金等調整前当期純損失は２億14百万円増加して

おります。  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

（連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純損失」の

科目で表示しております。 

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 
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    当連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（平成23年11月30日） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

   

※１ 担保に供している資産 

 上記現金及び預金は、輸入貨物取引に関連して生じ

る関税、消費税並びに地方消費税の延納保証の担保に

供しております。   

現金及び預金 百万円300

計 百万円300

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

  下による簿価切下げ額    

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

  

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

売上原価 214百万円

(1）給与・手当 百万円2,133

(2）臨時社員給与  258

(3）退職給付費用  52

(4）役員退職慰労引当金繰入額  5

(5）広告宣伝費  931

(6）減価償却費  316

(7）家賃及び賃借料  819

(8）支払手数料  1,286

建物 百万円0

機械装置 百万円18

器具備品 百万円4

計 百万円22

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

  下による簿価切下げ額    

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

※４ 災害による損失は平成23年３月11日に発生した東日

本大震災による損失を計上しております。その内訳は

次の通りであります。 

  

売上原価 △151百万円

(1）給与・手当 百万円2,009

(2）臨時社員給与  166

(3）退職給付費用  62

(4）役員退職慰労引当金繰入額  -

(5）広告宣伝費  488

(6）減価償却費  280

(7）家賃及び賃借料  681

(8）支払手数料  910

建物 百万円4

機械装置 百万円-

器具備品 百万円4

ソフトウェア 百万円7

計 百万円16

災害復旧費用 百万円4

計 百万円4

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 百万円△3,587

計 百万円△3,587
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 前連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び総数に関する事項 

（注）１．平成22年11月期より連結財務諸表を作成しているため、「前連結会計年度末株式数」欄は、提出会社の前事

業年度末の株式数を記載しております。 

    ２．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

 2.配当に関する事項 

（1）配当金支払額等 

  該当事項はありません。 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの 

  該当事項はありません。  

  

 当連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び総数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

 2.配当に関する事項 

（1）配当金支払額等 

  該当事項はありません。 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの 

  該当事項はありません。  

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  28,952,000  －  －  28,952,000

合計  28,952,000  －  －  28,952,000

自己株式         

普通株式  15,140  295  －  15,435

合計  15,140  295  －  15,435

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  28,952,000  －  －  28,952,000

合計  28,952,000  －  －  28,952,000

自己株式         

普通株式  15,435  2,290  －  17,725

合計  15,435  2,290  －  17,725
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決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため記載を省略しております。 

  

  

前連結会計年度（平成22年11月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成23年11月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

              （平成22年11月30日現在）

                    （百万円）  

  

現金及び預金勘定 3,660

預入期間が３か月を超える定期預金 -

現金及び現金同等物 3,660

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

              （平成23年11月30日現在）

                    （百万円）  

  

現金及び預金勘定 2,302

預入期間が３か月を超える定期預金 △300

現金及び現金同等物 2,002

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ①リース資産の内容 

  （ア）有形固定資産 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  （イ）無形固定資産 

      ソフトウェアがあります。 

  ②リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４.会計処理基準に関する事項（２）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ①リース資産の内容 

  （ア）有形固定資産 

     主として、コピー機（工具、器具及び備品）で

あります。 

  （イ）無形固定資産 

同左 

  ②リース資産の減価償却の方法 

同左  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

なお、当社は平成23年８月１日に適格退職年金制度から確定給付型企業年金制度に移行しております。  

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（退職給付関係）

  
前連結会計年度 

（平成22年11月30日） 
当連結会計年度 

（平成23年11月30日） 

(1） 退職給付債務（百万円）  △752  △564

(2） 年金資産（百万円）  509  416

(3） 未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2)  △243  △148

(4） 未認識数理計算上の差異（百万円）  44  △17

(5） 連結貸借対照表計上額純額（百万円） 

(3)＋(4) 
 △198  △165

(6） 退職給付引当金（百万円）  △198  △165

  
前連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

退職給付費用（百万円） 

(1)＋(2)＋(3)＋(4) 
 66  71

(1）勤務費用（百万円）  72  71

(2）利息費用（百万円）  13  9

(3）期待運用収益（百万円）  △11  △8

(4）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
 △8  △1

  
前連結会計年度 

（平成22年11月30日） 
当連結会計年度 

（平成23年11月30日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  期間定額基準  

(2）割引率（％）  1.3  1.5

(3）期待運用収益率（％）  1.6  1.7

(4）数理計算上の差異の処理年数（年）  5  5
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  該当事項はありません。 

  

   

 決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため記載を省略しております。   

  

  

     該当事項はありません。 

  

  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産              百万円 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産              百万円 

   

 たな卸資産評価損  136

 ソフトウェア  28

 広告宣伝費用  42

 未払賞与  6

 退職給付引当金  80

 事業税  6

 返品調整引当金  161

 未確定経費  287

 減損損失  6

 貸倒引当金  0

 繰越欠損金  1,366

 その他  7

  繰延税金資産小計  2,130

 評価性引当金  △2,130

  繰延税金資産計  －

繰延税金資産の純額  －   繰延税金負債              

 たな卸資産評価損  101

 ソフトウェア  28

 広告宣伝費用  34

 未払賞与  34

 退職給付引当金  67

 事業税  2

 返品調整引当金  90

 未確定経費  207

 減損損失  10

 貸倒引当金  －

 繰越欠損金  1,279

 その他  68

  繰延税金資産小計  1,926

 評価性引当金  △1,923

 繰延税金資産計  2

資産除去債務に対応する除去費用  22

 繰延税金負債合計  22

繰延税金負債の純額  19

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）       

  評価性引当金  △90.6

 住民税均等割  △1.3

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

 △0.4

 その他  △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 △52.5

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）       

  評価性引当金  △40.6

 住民税均等割  △2.2

資産除去債務に対応する除去費

用に係る繰延税金負債 

 △1.4

 過年度法人税等  △0.8

 その他  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 △4.2

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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前連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

 当社グループの事業は、ジーンズ製造販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項は

ありません。 

  

  

前連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

    本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

     海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

当連結会計年度（自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日） 

 当社グループの事業は、商品内容及び製造方法ならびに顧客の種類の類似性等から判断して、区別すべき事

業セグメントの重要性が乏しいため、報告セグメントはリーバイスジーンズ事業を中心とした単一であること

から、記載を省略しております。 

  

（追加情報）  

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。  

  

  

当連結会計年度（自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日） 

該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

a. 事業の種類別セグメント情報

b. 所在地別セグメント情報

c. 海外売上高

d. セグメント情報

e. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

f. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｇ. 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

 １.関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

  （注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、売上高の一定率であります。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

  ４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より連結上、債務超過の状態にありま

す。2010年11月期末における債務超過額は、219,609千米ドルです。 

（関連当事者情報）

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の 関 係
  

取引の内容
取引金額 
（百万円） 科目

期末残高
（百万円）

親会社 

リーバイ・

ストラウ

ス・アン

ド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

 373
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

直接 83.8

ライセンス

契約 

ソフトウェ

ア開発等及

び製品仕入 

役員の兼任 

  

  

ロイヤリティ

ーの支払い 
 1,041 未払金 279

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

 87 未払金 22

製品の仕入  1 買掛金 －
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(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその関係会社の子会社等 

   （注）１. 上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ ファ 

       イナンス コーディネーション サービシーズとの貸付金契約に基づき要求払いの短期貸付であること及 

       び貸付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っております。 

       上記のとおり、期末現在において残高はありません。 

     ２. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

     ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミ 

       テッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決 

       定しております。 

  

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

 リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー（当該親会社はその発行する有価証券を金融商品取引所に上

場しておりません。） 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

   該当事項はありません。 

  

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地 資本金又

は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の 関 係
  

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

同一の

親会社

を持つ

会社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギー 

ブリュッ

セル市 

 

百万米ドル 

12 投資・金

融 
－ 資金運用 

資金の貸付 

受取利息 

 

 

1,389

3
短期貸付金 －

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・グローバ

ルトレーディ

ングカンパニ

ー 

香港 
 

千香港ドル 

10
製品製造 －

製品仕入 

  
製品の仕入  3,674 買掛金 1,268

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガポ

ール 

 

千SGドル 

10 地域統括

管理業務 
－

製品仕入 

コンサルタ

ント業務等 

役員の兼任 

製品の仕入  724 買掛金 100

コンサルタ

ント費用等 
 590

未払金 
短期リース債務 
長期リース債務 

238

78

117

同上 
エルヴィシ

ー・ビーヴィ 

オランダ

アムステ

ルダム 

 

千ユーロ 

18 地域統括

管理業務 
－ 製品仕入 製品の仕入  783 買掛金 515
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当連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

 １.関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

  （注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、売上高の一定率であります。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

  ４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度より連結上、債務超過の状態にありま

す。2011年11月期末におきましては、当決算発表時において決算は確定しておりません。 

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の 関 係
  

取引の内容
取引金額 
（百万円） 科目

期末残高
（百万円）

親会社 

リーバイ・

ストラウ

ス・アン

ド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

 373
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

直接 83.8

ライセンス

契約 

ソフトウェ

ア開発等及

び製品仕入 

役員の兼任 

  

  

ロイヤリティ

ーの支払い 
 127 未払金 1

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

 35 未払金 14

製品の仕入  22 買掛金 4
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(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその関係会社の子会社等 

   （注）１. 上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ ファ 

       イナンス コーディネーション サービシーズとの貸付金契約に基づき要求払いの短期貸付であること及 

       び貸付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っております。 

       上記のとおり、期末現在において残高はありません。 

     ２. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

     ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミ 

       テッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決 

       定しております。 

  

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

 リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー（当該親会社はその発行する有価証券を金融商品取引所に上

場しておりません。） 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

   該当事項はありません。 

  

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地 資本金又

は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の 関 係
  

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

同一の

親会社

を持つ

会社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギー 

ブリュッ

セル市 

 

百万米ドル 

12 投資・金

融 
－ 資金運用 

資金の貸付 

受取利息 

 

 

1,600

0
短期貸付金 －

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・グローバ

ルトレーディ

ングカンパニ

ー 

香港 
 

千香港ドル 

10
製品製造 －

製品仕入 

  
製品の仕入  2,304 買掛金 572

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガポ

ール 

 

千SGドル 

10 地域統括

管理業務 
－

製品仕入 

コンサルタ

ント業務等 

役員の兼任 

製品の仕入  362 買掛金 75

コンサルタ

ント費用等 

 

 

270 未払金 
短期リース債務 
長期リース債務 

25

73

36

同上 
エルヴィシ

ー・ビーヴィ 

オランダ

アムステ

ルダム 

 

千ユーロ 

90 地域統括

管理業務 
－ 製品仕入 製品の仕入  366 買掛金 80
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     該当事項はありません。 

  

  

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

１株当たり純資産額 円 210.39

１株当たり当期純損失(△) 円 △123.99

１株当たり純資産額 円 154.75

１株当たり当期純損失(△) 円 △55.64

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当期純損失(△)（百万円）  △3,587  △1,609

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失(△) 

（百万円） 
 △3,587  △1,609

期中平均株式数（株）  28,936,732  28,935,269

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

 当連結会計年度末より経営合理化の一環として、一定条

件を満たす社員を対象に希望退職者を募った後、平成22年

12月より退職勧奨により人員の削減を進めております。今

後これにより、退職を決定した社員に対して退職後に順次

割増退職金を支払いますが、その影響額は１億50百万円程

度と見込まれます。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年11月30日) 

当事業年度 
(平成23年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,235 ※1  2,205

売掛金 ※2  1,594 ※2  674

商品及び製品 2,405 1,199

原材料及び貯蔵品 59 0

前払費用 41 40

未収消費税等 279 18

未収入金 ※2  47 ※2  63

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 7,663 4,203

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,987 2,697

減価償却累計額 △1,856 △1,586

建物（純額） 1,130 1,110

機械及び装置 408 408

減価償却累計額 △378 △384

機械及び装置（純額） 30 23

車両運搬具 16 16

減価償却累計額 △16 △16

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 617 402

減価償却累計額 △467 △276

工具、器具及び備品（純額） 149 125

土地 809 809

リース資産 － 3

減価償却累計額 － △0

リース資産（純額） － 2

有形固定資産合計 2,120 2,071

無形固定資産   

電話加入権 12 12

ソフトウエア 87 3

無形固定資産合計 100 15

投資その他の資産   

敷金及び保証金 405 230

関係会社株式 0 0

投資その他の資産合計 405 230

固定資産合計 2,626 2,317

資産合計 10,289 6,521
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年11月30日) 

当事業年度 
(平成23年11月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※2  1,856 ※2  739

未払金 ※2  850 ※2  326

未払費用 476 218

リース債務 78 74

未払法人税等 39 42

預り金 126 91

返品調整引当金 393 222

資産除去債務 － 1

流動負債合計 3,822 1,716

固定負債   

リース債務 117 38

繰延税金負債 － 21

退職給付引当金 198 165

役員退職慰労引当金 23 23

資産除去債務 － 139

固定負債合計 340 389

負債合計 4,162 2,106

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,213 5,213

資本剰余金   

資本準備金 1,541 1,541

資本剰余金合計 1,541 1,541

利益剰余金   

利益準備金 1,303 1,303

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △1,911 △3,622

利益剰余金合計 △607 △2,319

自己株式 △20 △20

株主資本合計 6,127 4,415

純資産合計 6,127 4,415

負債純資産合計 10,289 6,521
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 13,021 8,905

売上原価   

製品売上原価 ※1, ※3  7,262 ※1, ※3  4,813

支払ロイヤリティ ※3  1,041 ※3  127

売上原価合計 8,303 4,940

売上総利益 4,718 3,965

返品調整引当金繰入額 174 △171

差引売上総利益 4,544 4,136

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  6,919 ※2, ※3  5,487

営業損失（△） △2,375 △1,350

営業外収益   

受取利息 3 0

為替差益 5 36

雑収入 74 59

営業外収益合計 84 97

営業外費用   

支払利息 0 0

営業外費用合計 0 0

経常損失（△） △2,290 △1,253

特別利益   

貸倒引当金戻入額 27 0

特別利益合計 27 0

特別損失   

固定資産除却損 ※4  22 ※4  16

特別退職金 54 185

減損損失 9 －

災害による損失 － ※5  4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 183

特別損失合計 86 390

税引前当期純損失（△） △2,349 △1,642

法人税、住民税及び事業税 29 34

過年度法人税等 － 12

法人税等調整額 1,169 21

法人税等合計 1,199 68

当期純損失（△） △3,548 △1,711
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,213 5,213

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,213 5,213

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,541 1,541

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541 1,541

資本剰余金合計   

前期末残高 1,541 1,541

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541 1,541

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,303 1,303

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,303 1,303

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,637 △1,911

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △3,548 △1,711

当期変動額合計 △3,548 △1,711

当期末残高 △1,911 △3,622

利益剰余金合計   

前期末残高 2,940 △607

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △3,548 △1,711

当期変動額合計 △3,548 △1,711

当期末残高 △607 △2,319

自己株式   

前期末残高 △20 △20
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △20 △20

株主資本合計   

前期末残高 9,675 6,127

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △3,548 △1,711

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △3,548 △1,711

当期末残高 6,127 4,415

純資産合計   

前期末残高 9,675 6,127

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純損失（△） △3,548 △1,711

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △3,548 △1,711

当期末残高 6,127 4,415
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 該当事項はありません。  

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

  
前事業年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 商品及び製品、原材料及び貯蔵品は、先

入先出法による原価法(貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法)により

評価しております。 

同左  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

建物        ３年～38年 

    工具、器具及び備品 ２年～20年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

    また、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。  

  

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

  社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。  

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

(2）リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 
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前事業年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。  

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）返品調整引当金 

   返品による損失に備えるため、従来

の返品発生比率ならびに季節商品販売

の特性等を勘案し、当事業年度の売上

高に見込まれる返品額に対する販売利

益の見積額を計上しております。 

(2）返品調整引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  （会計処理の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。 

 なお、これによる営業損失、経常損失

及び税引前当期純損失に与える影響はあ

りません。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  (4）役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく要支給額を計上して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 役員賞与引当金 

   役員に対して支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額の当会計期間

負担額を計上しております。 

 なお、金額の重要性を考慮し未払費用

に含めて計上しております。 

(5) 役員賞与引当金 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務については関連会

社との間で締結している「固定外国為替

レート契約」に基づき本年度の決済レー

トにより換算しております。 

 外貨建金銭債権債務については、関連会

社との間で締結している「固定外国為替レ

ート契約」に基づく決済レートにより円貨

に換算しておりましたが、当連結会計年度

より当該契約を解消したため、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し換算差額は

損益として処理しております。 

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。 

          

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ29百万円

増加し、税引前当期純損失は２億13百万円増加しておりま

す。  

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年11月30日） 

当事業年度 
（平成23年11月30日） 

※１ 担保に供している資産 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

  

※２ 関係会社に対する主な資産及び負債 

 関係会社に対する資産及び負債には区分記載されたもの

のほか次のものがあります。 

※１ 担保に供している資産 

 上記現金及び預金は、輸入貨物取引に関連して生じ

る関税、消費税並びに地方消費税の延納保証の担保に

供しております。  

※２ 関係会社に対する主な資産及び負債 

 関係会社に対する資産及び負債には区分記載されたもの

のほか次のものがあります。 

現金及び預金 百万円300

計 百万円300

  
 ３ 偶発債務 

   債務保証 

 子会社の不動産賃貸借契約に対して債務保証をお

こなっております。 

売掛金 百万円 18

未収入金 百万円 32

買掛金 百万円 187

未払金 百万円 301

ＬＶＣ ＪＰ株式会社 百万円 16

計 百万円 16

  
 ３ 偶発債務 

   債務保証 

 子会社の不動産賃貸借契約に対して債務保証をお

こなっております。 

売掛金 百万円 21

未収入金 百万円 14

買掛金 百万円 43

未払金 百万円 15

ＬＶＣ ＪＰ株式会社 百万円 8

計 百万円 8

リーバイ・ストラウス ジャパン㈱　（9836）　平成23年11月期決算短信（連結）

35



  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額 

売上原価 百万円231 売上原価 百万円△160

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

(1）給与・手当 百万円2,093

(2）臨時社員給与  254

(3）退職給付費用  51

(4）役員退職慰労引当金繰入額  5

(5）広告宣伝費  931

(6）減価償却費  315

(7）家賃及び賃借料  811

(8）支払手数料  1,276

(9）貸倒引当金繰入額  －

(1）給与・手当 百万円1,951

(2）臨時社員給与  159

(3）退職給付費用  62

(4）役員退職慰労引当金繰入額  －

(5）広告宣伝費  488

(6）減価償却費  279

(7）家賃及び賃借料  674

(8）支払手数料  907

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用 約 ％ 74

一般管理費に属する費用  約 ％ 26

販売費に属する費用 約 ％ 77

一般管理費に属する費用  約 ％ 23

※３ 関係会社に係る注記 ※３ 関係会社に係る注記 

※4 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

支払ロイヤリティー 百万円1,041

ソフトウェア開発費等  87

仕入高  880

建物 百万円0

機械装置 百万円18

器具備品 百万円4

計 百万円22

※4  固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

※5    災害による損失は平成23年３月11日に発生した東

日本大震災による損失を計上しております。その内

訳は次の通りであります。 

  

支払ロイヤリティー 百万円127

ソフトウェア開発費等  35

仕入高  231

建物 百万円4

機械装置 百万円－

器具備品 百万円4

ソフトウェア 百万円7

計 百万円16

災害復旧費用 百万円4

計 百万円4
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前事業年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

当事業年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

  

  

前事業年度（平成22年11月30日現在） 

 子会社株式は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。 

  

当事業年度（平成23年11月30日現在） 

 子会社株式は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。 

  

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  15,140  295  －  15,435

合計  15,140  295  －  15,435

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  15,435  2,290  －  17,725

合計  15,435  2,290  －  17,725

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ①リース資産の内容 

  （ア）有形固定資産 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

   

  （イ）無形固定資産 

     ソフトウェアがあります。 

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ①リース資産の内容 

  （ア）有形固定資産 

 主として、コピー機（工具、器具及び備品）

であります。 

  （イ）無形固定資産 

同左 

  ②リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「２.固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。 

  ②リース資産の減価償却の方法 

同左 

（有価証券関係）
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決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため記載を省略しております。 

  

  

前事業年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産              百万円 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産              百万円 

   

 たな卸資産評価損  136

 ソフトウェア  28

 広告宣伝費用  42

 未払賞与  5

 退職給付引当金  80

 事業税  2

 返品調整引当金  159

 未確定経費  285

 減損損失  6

 貸倒引当金  0

 繰越欠損金  1,366

 その他  7

  繰延税金資産小計  2,122

 評価性引当金  △2,122

  繰延税金資産計  －

繰延税金資産の純額  －   繰延税金負債              

 たな卸資産評価損      101

 ソフトウェア  28

 広告宣伝費用  34

 未払賞与  32

 退職給付引当金  67

 事業税  3

 返品調整引当金  90

 未確定経費  207

 減損損失  10

 貸倒引当金  －

 繰越欠損金  1,279

 その他  67

  繰延税金資産小計  1,923

 評価性引当金  △1,923

 繰延税金資産計  －

資産除去債務に対応する除去費用   21

 繰延税金負債合計  21

繰延税金負債の純額  21

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）       

  評価性引当金  △90.2

 住民税均等割  △1.3

 その他  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 △51.0

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）       

  評価性引当金  △40.6

 住民税均等割  △2.1

資産除去債務に対応する除去費

用に係る繰延税金負債 

 △1.3

 過年度法人税等  △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 △4.2

（資産除去債務関係）

（企業結合等関係）
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

１株当たり純資産額 円 211.74

１株当たり当期純損失(△) 円 △122.64

１株当たり純資産額 円 152.60

１株当たり当期純損失(△) 円 △59.15

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月１日 
至 平成23年11月30日） 

当期純損失(△)（百万円）  △3,548  △1,711

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失(△) 

（百万円） 
 △3,548  △1,711

期中平均株式数（株）  28,936,732  28,935,269

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成21年12月1日 
 至 平成22年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年12月1日 
 至 平成23年11月30日） 

 当事業年度末より経営合理化の一環として、一定条件

を満たす社員を対象に希望退職者を募った後、平成22年

12月より退職勧奨により人員の削減を進めております。

今後これにより、退職を決定した社員に対して退職後に

順次割増退職金を支払いますが、その影響額は１億50百

万円程度と見込まれます。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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(1）品目別販売実績 

（2）役員の異動 

 ① 代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

  

 ② その他の役員の異動 

   該当事項はありません。 

  

 ③ 事業年度中に退任した役員 

   社外監査役 大泉 浩志     退任日（平成23年２月24日） 退任事由（任期満了）  

   社外取締役 ポール・スミス   退任日（平成23年９月９日） 退任事由（辞任） 

  

６．その他

品目 
前期 当期 

数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 

メンズボトムス   千本 2,198  8,793   千本 1,363  6,139

レディースボトムス 千本 514  2,267 千本 448  1,557

メンズトップス   千枚 812  1,657   千枚 537  1,209

レディーストップス 千枚 245  436 千枚 161  281

その他 千本 6  15 千本 1  2

合計  －  13,169  －  9,190
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